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本稿は新聞通信調査会発行『メディアに関する全国世論調査　第1回―第10回』所収の同タイトル

の原稿を分割し、一部加筆修正したものです。前編は本誌7月号に掲載されています。

“第1回”調査の内容

　本調査の質問内容が開始当初は流動的であっ

たのは、調査の方向性がまだ明確に定まってい

なかったからと考えられる。本調査がいかにそ

の立場を確立したのかを見るために、調査開始

の経緯と第1回調査の内容を確認しておきたい。

　本調査は、前編で述べたように公益法人とし

ての事業を模索する中で実施されている。この

ような経緯から、最初の調査は試行として行わ

れ、実施時や2009年3月の報告書発表時には実

は “第1回”とはされていなかった。メディアの反

響等を受けて調査の継続が決まったため、2009

年4月の『メディア展望』での報告の際には「第1

回メディアに関する全国世論調査」と称されるこ

ととなったようである。

　この “第1回”調査は回答者属性に関する質問

を除いて全21問で構成されている。本稿の大分

類ではほとんどが固定質問群に属している。内

容の分類は前編掲載の図表4に示した通りだが、

分類間で問番号が前後して入り乱れていて分か

りにくい。そこで質問順に整理すると、問1から

問5までは閲読頻度など新聞の利用状況、問6、

7ではテレビ、ラジオ等の多メディア間の利用形

態比較、枝問が3つ含まれる問8では新聞を中心

とする広告の印象等、問9から15では新聞の印

象等、問16では新聞社ウェブサイトへのアクセ

ス状況、問17、18では通信社の認知度、問19

では各メディアの印象、問20では各メディアの

信頼度について聞いており、最後に問21で回答

者の購読紙を聞いている。

　このような “第1回”調査の質問群は、2001年

から隔年で実施されている日本新聞協会の「全国
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メディア接触・評価調査」の影響を強く受けたも

ののようである。新聞協会調査の質問票の全貌

は明らかではないが、報告書に掲載されている

各質問は本調査と同じか似たものが多い1。新聞

閲読の頻度や各メディアの印象など、“第1回”調

査に盛り込まれたテーマの多くは新聞協会調査

にも含まれているのである。これらの質問の多

くは、質問文や形式、順番に多少の変更はある

ものの第10回に至るまで継続して聞かれている。

信頼度得点の質問形式

　一方、“第1回”調査の質問の中で、新聞協会

調査との比較で際立って異色なのは信頼度の質

問である。この質問では、下掲のように信頼度

を数値で回答するよう要求している。

　この質問形式は、政治学の調査では「感情温度」

と称されポピュラーなものである。調査票を回

答者に配布する訪問留置法だからこそ可能な質

問形式であり、調査法の利点を生かしたものだ

と言える。

　ここで記入された回答者ごとの数字について、

メディア別に平均した値が、調査会からのプレ

スリリースで各メディアの「情報信頼度」として

発表される。数値自体を指す際には「信頼度得点」

と呼ばれることが多く、ここでもそのように呼

ぶこととする。

　ひとつ留意点を述べておくと、調査会から発

表される信頼度得点は純粋な平均ではない。各

メディアについて0点とした場合、これを除外し

て計算しているのである。いい加減な回答の排

除が目的とされているが、そうした0点であって

も回答者の意見であり、真面目に答えて0点の

場合もあることから、除外すべきでないという

のが筆者の見解である。

　ただし、実際に0点とする回答者は比較的少

ないため、0点回答を含むか含まないかによる数

1　 「全国メディア接触・評価調査」新聞広告データアーカイブ
http : / /www.pressne t .o r. jp /adarc /da ta / research/med ia .h tml

（それぞれに数字(点数)を記入）

全く信頼
していない 普通

全面的に
信頼している

0点 40302010 9080706050 100点

(１) 新 聞 点 点 (４) ラジオ

〈以下省略〉

問 15．現在のあなたの日常生活において、次のメディアの情報をどの程度信頼していますか。点数でお答

えください。全面的に信頼している場合は100点、全く信頼していない場合は０点とし、普通の場合を50

点としてお答えください。「そのメディアは利用しない」あるいは「分からない」場合でも、大体の感じで

お答えください。

40302010
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値やその傾向に大きな違いはない。第9回につ

いて計算すると、0点回答者の割合が大きい雑誌

で3.2点差（発表値53.5点→0点を含む平均値

50.2点）、インターネットで3.0点差（44.7点

→41.7点）となるが、新聞は1.1点差（68.6点

→67.5点）にとどまる。

　“第1回”調査において、あまり一般的でない

形式の質問がなぜ信頼度を測るために採用され

たのかは定かではない。しかし、メディアの信

頼度を聞くとする本調査において、メディアの

信頼度を探る唯一の質問となっていることから、

当時この質問が重要視されていたことは間違い

ない。そして現在では、この信頼度得点が本調

査において最も注目される、あるいは本調査を

代表する数字となっている。

「メディア信頼度調査」の定着

　調査会に残る資料によれば第1回調査の結果

は全国11紙がこれを報じている。内訳は全国紙

が朝日新聞1紙、スポーツ紙の日刊スポーツ、業

界紙の新聞之新聞、残り8紙は地方紙（デーリー

東北、河北新報、常陽新聞、伊勢新聞、日本海

新聞、山陰中央新報、中国新聞、熊本日日新聞）

である。この数が多いか少ないか、どの程度の

意味を持つのかは筆者には分からないが、少な

くとも近年の記事掲載紙数に比べれば少ない。

　この11紙のいずれもが、本調査をメディアの

信頼度に関する調査として紹介している。この

うち7紙は共同通信の配信を受けて「新聞と政治

家との距離」に関する結果を見出し、主な内容と

して採用している。一方、信頼度得点を報じた

のは、おそらく通信社配信でない独自記事を掲

載した朝日、河北、常陽の各紙と、業界紙であ

る新聞之新聞の4紙であった。

　このように、最初の調査の時点で信頼度得点

自体は特に大きな注目を集めているわけではな

かった。しかし、続いて行われた第2回調査では、

本調査の結果を報じた計37紙全てが信頼度得点

を取り上げるようになっている。おそらくこれ

は、調査会のプレスリリースや報告書の変化と

関係している。

　2008年の “第1回”調査の報告書では、調査

結果は質問順に整然と抑揚なく並べられていた。

しかし第2回の報告書では、信頼度得点の前の

質問である各メディアの印象（問27）の結果が冒

頭で紹介され、各メディアの信頼度得点が2番

手に置かれている。つまり、本調査が新聞に限

定されないメディア全般を比較した調査である

ことを意識的に打ち出しているのである。さら

に2012年の第6回調査以降の報告書では、信頼

度得点が各メディアの印象の前、すなわち報告

書の冒頭で報告されるようになっている。そし

て一部の記事で本調査を「メディア信頼度調査」

と呼称しているように、現在では新聞通信調査

会の世論調査＝各メディアの信頼度の調査とい

う認識が定着したのである。

調査の方向性の変化

　その一方で、本調査の内容も変化を見せてい

る。“第1回”の調査は、先に指摘したように新聞

協会調査の影響を強く受けていた。協会調査は、

その実施主体が協会の「広告委員会」であり、報

告書で広告のインプレッションや購買行動の分

析に重きを置いていることから、新聞の広告メ

ディアとしての優位性を主張するための性格が

非常に強い。本調査でも初期には広告に関する

質問や選択肢を置いており、メディアの信頼度

以上にメディアのマーケティング面での有用性

を明らかにしようとしていた節がある。

　たとえば “第1回”では枝問3問で構成される問
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8では新聞を中心とするメディアの広告について

役に立っているかどうか聞いているのに加えて、

問4、問6、問12、問15でも新聞広告について

聞いていた。また、第2回でも問21、22で広告

について質問を行っていた。第2回調査の報告

書でも全33のセクションのうち6番目、7番目

に置かれ重視されていることが伺える。

　ところが、第3回以降は全く広告について聞

くことがなくなっている。象徴的なのは、現在

でも継続して聞かれている新聞各面等に関する

満足度の質問である。この質問は “第1回”では

問4に置かれていたが、前編で触れたように第3

回以降は購読紙質問の後ろに配置されるように

なっている。この移動の際に、政治面、経済面

等の11項目が10項目に減らされているが、そ

の時に減ったのが新聞広告なのである。

　この一方で増えたのが特集テーマに関する質

問である。震災、原発事故、報道の自由といった、

メディアに関して話題となった事柄を毎年質問

とし、人々の意識を回答分布として残すことが

新たに本調査の役目となった。ある意味 “業界の

ための調査”だったものが、特集テーマの導入を

通じてわれわれメディアを利用する側の声を聴

くための調査へと変化したのである。その意味

では、「メディア信頼度調査」としての性格を鋭

敏にしていった結果が、現在の本調査の姿だと

言えるだろう。

　こうした変わる努力のかいもあり、調査自体

の認知度も上がっている。結果発表時には数多

くの新聞が調査結果を報じており、新聞通信調

査会が収集した資料によれば、14年以降調査結

果を掲載した新聞は常に20紙以上となっており、

全国紙5紙（朝日新聞、産経新聞、日本経済新聞、

毎日新聞、読売新聞）のうち4紙以上が結果を報

告している。各メディアが自ら行う調査と政府

系の調査を除けば、これだけ継続して取り上げ

られている世論調査は珍しいと思われる。

　朝日新聞、産経新聞、東京新聞、日経新聞、

毎日新聞、読売新聞の6紙について記事データ

ベースで「新聞通信調査会」で検索したところ、

09年以降17年11月30日までの範囲で70件の

記事がヒットした。このうち40件が本調査に関

する記事であったことから、公益法人としての

公益性の部分を本調査が担っていると言うこと

ができる。信頼度得点はやはり特異な地位を占

めており、この40件のうち25件で触れられて

いる。一方で、毎年の特集テーマに関しても報

道されており、メディアの信頼度が震災を機に

上昇したこと（第4回）や、報道の自由（第8回以降）

に関しては広く取り上げられていた。

あらゆる立場から言及される客観的調査

　もちろん、新聞を中心とするメディアがテー

マの調査であることから、新聞各紙が関心を有

し掲載するのは自然なことかもしれない。しか

し現在では、ネットの大手ニュースサイトでも

調査結果が報道されることが当たり前となって

いる2。これは本調査が新聞を中心とする旧来

2　 全てを列挙することはできないので、代表的と判断した例を挙げておく。
「新聞、テレビ、ラジオ、ネット…"雑誌"以外のメディアの信頼度が過去最低に」マイナビ・ニュース、
2013年4月3日　 ht tps: / /news.mynav i . jp /ar t ic le /20130403-a144/

「ネットニュースの閲読率が新聞朝刊に迫る勢い、新聞通信調査会調べ」インターネット・ウォッチ、2016
年10月24日　https: / / in ternet .watch . impress.co. jp/docs/news/1026402.html

「信頼失う新聞・テレビは滅ぶのか　池上彰さんが「楽観できない」と語る理由」BuzzFeedNews、2017
年4月15日　https: / /www.buzzfeed .com/ jp/da isukefuruta/ in terv iew-wi th- ikegamiak i ra
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メディアの優位性を一方的に訴えるだけでなく、

客観的なデータとして新興メディアの台頭を示

す貴重な根拠となっているからである。

　実際に本調査は、プレスリリース時に報道さ

れるだけでなく、後から引用されることも多い。

全国紙の記事やコラムに関して言えば、先の40

件のうち10件は結果発表報道でない引用記事で

あった。テレビ、ラジオ、ネットでもたびたび

引用されているが、確認できる限りではメディ

アの信頼度得点やその推移を紹介していること

が多い3。人々のメディアの信頼感や評価につい

てデータが欲しいとき、最初にたどり着き、引

用可能なくらいに信頼できる情報として、本調

査が利用されているのである。

　その一方で、個人ブログの記事のようなもの

も含めると、新聞の信頼度の低下、新聞閲読習

慣の衰退、ネットニュース閲覧頻度の上昇など

を取り上げ、新聞の現状を揶揄する、ネットの“優

位”を誇示するような形で利用されることも見ら

れる。おそらく、こうした “利用”の仕方は実施

者の本意ではないと思われる。しかしこれは、

意見や立場の異なる側からも利用できる調査で

あることを示す好例と捉えられ、新聞業界側の

“お手盛り”でなく広く社会に開かれた調査結果

となっている証拠である。

信頼度低下と「新聞離れ」

　それでは、全10回におよぶ本調査は一体何を

明らかにしたのだろうか。継続的な質問の回答

分布の推移は、本書（新聞通信調査会『メディア

に関する全国世論調査　第1回―第10回』）所収

の第10回のプレスリリース資料等に詳しいので、

3　 前注同様、代表的なものを挙げておく。
月尾嘉男「賢くなれる雑学コラム――メディアの信頼度」TBSラジオ、2017年4月13日
https: / /www.tbsrad io. jp/137652

図表5　各メディアの情報信頼得点の変遷

第2回 第3回 第4回 第5回 第6回 第7回 第8回 第9回 第10回
第10回
-第2回09年

9月
10年
10月

11年
8月

12年
8月

13年
8月

14年
8月

15年
8月

16年
8月

17年
11月

新聞
平　　均 70.4点 71.5点 71.3点 68.3点 70.0点 68.3点 68.7点 67.5点 67.6点

-2.8点
標準偏差 18.8点 19.6点 19.8点 20.2点 19.9点 20.4点 20.0点 20.8点 21.4点

ＮＨＫ 
テレビ

平　　均 72.7点 72.4点 73.6点 69.1点 71.4点 70.1点 69.0点 68.4点 68.3点
-4.4点

標準偏差 19.8点 21.1点 19.8点 21.2点 21.1点 21.3点 21.7点 22.3点 22.8点

民放 
テレビ

平　　均 63.1点 64.7点 62.8点 59.3点 59.4点 59.4点 60.0点 57.9点 58.0点
-5.1点

標準偏差 18.7点 19.1点 20.4点 20.4点 20.4点 20.1点 20.3点 20.2点 20.6点

ラジオ
平　　均 59.7点 59.5点 60.9点 56.3点 58.3点 57.3点 57.1点 55.1点 55.5点

-4.2点
標準偏差 21.3点 21.7点 21.9点 21.6点 21.9点 21.9点 21.8点 22.1点 22.3点

雑誌
平　　均 44.0点 44.0点 40.4点 41.2点 41.3点 41.3点 41.9点 41.7点 41.3点

-2.7点
標準偏差 19.9点 20.6点 20.7点 20.5点 20.9点 20.1点 20.7点 19.9点 20.8点

インター 
ネット

平　　均 54.9点 54.2点 52.1点 49.6点 50.0点 50.3点 49.9点 50.2点 47.6点
-7.2点

標準偏差 23.4点 23.9点 24.0点 24.1点 24.3点 23.7点 24.0点 23.4点 23.9点
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ここでは詳細の紹介は割愛する。中心的な一部

の結果と、その基本的な見方、考え方をここで

は示しておきたい。

　図表5は各メディアの信頼度の平均と標準誤

差の推移を示している。なお、この表に示す値

はプレスリリース等で発表される値とは異なり

集計に0点回答も含む。ここまで言及してきた

信頼度得点との違いを示すために、この値をこ

こでは「情報信頼得点」と呼ぶこととする。また、

この表には“第1回”調査の値を含めなかった。こ

れはテスト的な調査のために調査期間や回答者

数等に違いがあることに加えて、実際のデータ

にも以降とは明確に異なる傾向が見られるため、

推移の出発点としてふさわしくないと考えたた

めである4。

　さて、この図表5を見ると、多少の上下動を

含みながらも、どのメディアも情報信頼得点を

下落させていることが分かる。ここで興味深い

のは、表に示した9回の中では、インターネット

の情報信頼得点が比較的大きく落ち込んでいる

のに対して、新聞の得点はさほど落ちていない

点である。

　過去のプレスリリース等で報告されているよ

うに、近年はネットでニュースを閲覧する人の

割合やその頻度は大きく伸びている。一方、新

聞を閲読する人の割合やその閲読時間は低下傾

向にある。いわゆる「新聞離れ」である。こうし

た変化は、新聞への信頼の低下とネットの信頼

の向上を想起させる。しかし実際は、この表の

通りネットの方が信頼を低下させているわけで

ある。

　これらは矛盾する傾向のように見える。しか

し、新聞閲読率低下やネットニュース閲覧頻度

の上昇傾向といった人々のメディア接触行動の

変化が、それぞれのメディアへの信頼によって

強く動かされているわけではないと考えれば、

無理なく併存できる傾向となる。言い換えると、

新聞への信頼を失いネットへの信頼が増したた

めに、人々は新聞を離れ、ニュースをネットで

知るようになったわけではない。単に、インター

ネットの利用拡大やスマートフォンの普及に

よって、ニュースをはじめとする情報を得るメ

ディア（媒体）の配分が変化した結果が、「新聞離

れ」という結果に結び付いたにすぎないと考えら

れるのである。

　このように考えれば、信頼の低下が新聞離れ

を呼んだのではないかとする本稿（前編）冒頭の

前田元理事長の予測は外れていたと言える。こ

の点につき、信頼が大して低下していないこと

に注目するならば新聞業界関係者は安堵するか

もしれない。しかし、信頼が低下したわけでも

ないのに読者が離れていく事態と捉えれば、や

はり業界にとっては暗い未来を本調査は映し出

していることになる。

　もっとも、多くの読者、視聴者側からすれば、

メディア業界の行く末などは気に留めるべきも

のではない。「新聞離れ」は、人々が時代と環境

の変化に合わせ情報入手経路を変えた結果にす

4　 具体的には、次のような違いがある。まず、“第1回”は全回答者が全メディアについて点数を回答したこと
になっている。例えば第2回調査では各メディアにつき得点を回答しない「無回答」の割合は1.5％（新聞）
から7.7％（インターネット）であった。一方、第2回調査で無回答の割合が高いメディアほど、第1回で0
点の割合が高い傾向が見られる。特にインターネットは、第2回の0点率が全回答者中5.3%であるのに対
して“第1回”では16.2%にも達している。このことから、“第1回”調査での信頼度得点の無回答は0点とし
て記録されているのではと疑われる。
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ぎず、新聞から離れた人々が批判される筋合い

のものでは全くない。その意味では、「新聞離れ」

は嘆きや憂いの対象となるような現象ではない

のである。

メディアに関する全国世論調査の意義と展望

　調査結果をどのように解釈したとしても、こ

の10年で新聞をはじめとする旧来の各メディア

から人々が徐々に離れていっていることは確か

である。ペースとしてはゆっくりとしているよう

にも見えるが、おそらく戦後70年を超える期間

の中では最も急激な変化である。

　そして、こうした激変の時期の日本の人々の

メディアに対する意識や行動を記録した点に、

本調査の最大の意義がある。費用と労力のかか

る手法を採用して質の高い調査結果を追求して

いるのもそのためである。継続的な質問と時事

的な質問を組み合わせるのは、緩やかな意識と

行動変化と一過性の反応を共に記録しようとい

う狙いからである。

　後から振り返って試行錯誤ゆえの不安定な部

分はあるにせよ、同時代のメディアに関する世

論を把握するという点においては十分に成功を

収めている。これが筆者の本調査に対する評価

である。もちろんこれは筆者個人の感想の類い

であって、ここで同意を強要するつもりは全く

ない。本調査の評価は、本書の資料を確認の上

で各自判断していただければと思う。

　その上で、本調査をさらに意義深いものとし

ていくためには、メディアの側がこの調査結果

を利用していくことが大切である。本調査結果

やその分析により得られた知見を基に、記事の

読者、番組の視聴者、あるいは新聞やテレビか

ら離れていった人々も含め、情報の受け手とな

る人々の意識と行動を理解し、考える材料とし

ていく。そして、これに応じて報道の内容や伝

え方に工夫を加え、その価値を高めていくこと

ができれば、業界にとっても現代の日本に生き

る人々にとっても有益な結果をもたらすのでは

ないだろうか。

　世論調査は、その時点の人々の意識をパーセ

ンテージで表現して終わりではない。広く報道

されるだけでなく、情報として残り、後世の人々

に役に立ってこそ価値がある。それこそが、本

書の存在理由である。

追記（2018年8月）

　本稿では第10回調査までの内容、結果に基づ

いて調査の経過等を整理したが、今年度行われ

る第11回調査ではその構成や内容が大きく変更

されることになった。引き続きメディアへの信

頼度を中心的なテーマとしながらも、閲読率低

下の現状を踏まえて新聞購読前提の質問を減ら

し、ネットを含む各メディア間で利用状況や印

象を比較する質問を充実させる。氾濫する無料

の “ニュース”との比較の中で、専門の報道機関

によるニュースに対する意識と行動を浮き彫り

にすることが、今回の質問項目刷新の意図と言

えよう。

　今回の変更で、時系列的な変遷を十分に追え

なくなる部分も出てくるはずである。しかし、

マス・メディアを取り巻く時代の変化に反応し

ないとなれば、それこそ調査の意義自体を否定

することになる。

　大幅刷新がどれだけ功を奏すかは、本年末ま

でに発表される予定の結果報告を待たねばわか

らない。だが、10年続いた前例踏襲と微調整の

繰り返しを一度止め、現状に向き合った結果の

英断として、今回の質問項目の変更を評価して

おきたい。
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7月の時事世論調査
7月の時事世論調査によると、

安倍内閣の支持率は前月比1.5
ポイント増の37.0%、不支持率
は2.5ポイント減の40.9％であっ
た。支持率上昇は5ヶ月ぶりだが、
不支持が支持を上回る状況は5ヶ
月続いている。

調査は全国の18歳以上の男女
1,991人（西日本豪雨のため広島
県の一部で調査不能）を対象に、
個別面接聴取法で7月6日から9
日に実施。有効回収（率）は1,231

（61.8％）。

この時期の国内の動きは、
袴田事件の再審取り消し：東

京高裁は、死刑が確定した袴田
巌さんの再審開始を認めた静岡
地裁決定を取り消し、再審請求
を棄却した（6月11日）。

18歳成人、22年4月施行：成
人年齢を20歳から18歳に引き
下げる改正民法が、参院本会議
で賛成多数により可決、成立。
施行は2022年4月1日から（6月
13日）。

大阪北部で震度６弱：午前7
時58分ごろ大阪府北部を震源と
する推定規模M6.1の地震が発
生。死者4人、負傷者は300人
を超えた（6月18日）。

自殺者8年連続で減少：2017
年の自殺者数は、前年比576人
減の2万1321人で8年連続減少。
自殺死亡率も低下傾向だが、依
然として他の先進国より高い（6
月19日）。

はやぶさ２が小惑星に到着：
2014年12月に宇宙航空研究開
発機構が打ち上げた探査機・は
やぶさ2が、地球と火星の間に
ある小惑星・りゅうぐうに到着。
着陸などの探査を行い、2020年

今年3月と5月に続き、北朝鮮の
金正恩朝鮮労働党委員長は中国
を訪問し、2日連続で習近平国家
主席と会談（6月20日）。

エルドアン大統領再選：トル
コの大統領選挙で現職のエルド
アン大統領が勝利し、総選挙で
も自身が率いるイスラム系与党・
公正発展党主導の政党連合が国
会の過半数を制した（6月24日）。

メキシコに左派政権：メキシ
コの大統領選挙は、新興左派政
党・国家再生運動のロペスオブ
ラドール元メキシコ市長が圧勝
した（7月1日）。

政党支持率　自民党は25.4％
で、 前 月 比0.4ポ イント の 減。
立憲民主党は0.5ポイント減の
4.7％、公明党は0.1ポイント減
の3.7％、共産党は0.1ポイント
増の2.1%、日本維新の会は変
わらず1.1％、社民党は0.6ポイ
ント増の1.0%。支持政党なしは
58.2％で前月より0.7ポイント減。

国民の景気感　「良くなった」
は 前 月 よ り2.8ポ イ ン ト 減 の
5.8％、「悪くなった」は3.0ポイ
ント増で22.4％。時事世論景気
指数は122で、前月から10ポイ
ント下がった。

暮らし向き　昨年の今頃と比
べて「楽になった」は前月比0.4
ポイント増の6.0％、「苦しくなっ
た」は1.8ポイント減の19.0％
だった。

末に地球に帰還予定（6月27日）。
働き方改革法が成立：残業時

間の罰則付き上限規制や規制対
象外とする高度プロフェッショ
ナル制度などを含む働き方改革
関連法が、延長国会で成立（6月
29日）。

羽生選手に国民栄誉賞：ソチ
と平昌の冬季五輪で連続金メダ
ルを獲得したフィギュアスケー
ト男子の羽生結弦選手に、首相
官邸で国民栄誉賞が授与された

（7月2日）。
受託収賄容疑で文科省局長逮

捕：文部科学省による私立大学
支援事業選定の便宜を図る見返
りに、東京医科大学を受験した自
身の子どもを不正に合格させても
らったとして、東京地検特捜部は
受託収賄の疑いで科学技術・学
術政策局長を逮捕した（7月4日）。

オウム事件死刑囚の刑執行：
オウム真理教による一連の事件
で死刑が確定した13人のうち、
元代表・松本死刑囚ら元幹部7
人の死刑が執行された（7月6日）。

西日本を中心に記録的豪雨：6
日から8日にかけて大雨特別警報
が計11府県に出され、この時ま
でに13府県で105人の死亡が確
認され、87人の安否が不明に（7
月9日）。

国外では、
史上初の米朝首脳会談：トラ

ンプ米大統領と北朝鮮の金正恩
朝鮮労働党委員長はシンガポー
ルで首脳会談を行い、両首脳は
北朝鮮の体制保証と朝鮮半島の
完全非核化を確認する共同声明
に署名した。非核化のプロセス
や時期については示されなかっ
た（6月12日）。

ロシアＷ杯開幕：ロシアで初
開催となるサッカーの第21回
ワールドカップが、モスクワで
開幕。32チームが参加し、7月
15日の決勝まで計64試合が行わ
れた（6月14日）。

国連人権理から離脱表明：ヘ
イリー米国連大使は、米国が国
連人権理事会から公式に離脱す
ると表明した（6月19日）。

正恩氏、今年3度目の訪中：

◇  告　知　板

時事世論景気指数

2010年 11年 12年 13年 14年 15年 16年 17年
96.8 84.1 97.2 143.8 129.1 126.0 120.0 131.9 
17年 （６月）（７月）（８月）（9月）（10月）（11月）（12月）

128 128 132 124 136 138 136
18年 （１月）（２月）（３月）（４月）（５月）（６月）（７月）

134 133 129 131 139 132 122

政党支持率（上段：７月、下段：６月）
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